
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

③ リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に準じた会計処理によっている。

(単位：円)
科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　　大阪府債 30,000,000 0 0 30,000,000

小　　　計 30,000,000 0 0 30,000,000
特定資産
　退職給付引当資産
　　普通預金 49,481,732 22,196,757 18,603,855 53,074,634
　　定期預金 0 30,000,000 0 30,000,000
　　投資有価証券 79,648,800 0 30,000,000 49,648,800
　減価償却引当資産
　　普通預金 25,132,203 23,978,091 0 49,110,294

小　　　計 154,262,735 76,174,848 48,603,855 181,833,728
合　　　計 184,262,735 76,174,848 48,603,855 211,833,728

(単位：円)

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応
  する額）

基本財産
　大阪府債 30,000,000 (30,000,000) ― ―

小　　　計 30,000,000 (30,000,000) ― ―
特定資産
　退職給付引当資産 132,723,434 ― (0) (132,723,434)
　減価償却引当資産 49,110,294 ― (49,110,294) (0)

小　　　計 181,833,728 ― (49,110,294) (132,723,434)
合　　　計 211,833,728 (30,000,000) (49,110,294) (132,723,434)

(単位：円)
科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備 601,650 473,642 128,008
什器備品 67,655,964 41,178,623 26,477,341
リース資産 0 0 0
ソフトウェア 14,471,714 4,053,598 10,418,116

合　　　計 82,729,328 45,705,863 37,023,465

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　消費税等の会計処理は、税込経理方式によっている。

財務諸表に対する注記 

１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　有価証券の評価基準は取得原価法であり、評価方法は移動平均法で行っている。
(2) 固定資産の減価償却の方法

(3) ファイナンス・リース取引の処理方法

(4) 引当金の計上基準
　　・貸倒引当金は、債権の貸倒に備えるため、過去の貸倒実績等を基に計上の要否を検討しているが、当年
　　　度まで貸倒の実績がなく、また、当期末の債権について貸倒の可能性は無いと予想されるため、計上し
　　　ていない。
　　・賞与引当金は、職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上している。
　　・退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、期末要支給額の100%を計上している。
(5) 消費税等の会計処理



５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益　
　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。　

(単位：円)
科　　　目 帳簿価額 時価 評価損益

第436回大阪府債 79,648,800 80,728,000 1,079,200
合　　　計 79,648,800 80,728,000 1,079,200

補助金等の名称 交付者
前期末
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期末
残高

貸借対照表上
の記載区分

補助金

横浜市補助金 横浜市 0 68,509,000 68,509,000 0 ―

横浜女性ネットワーク
会議

横浜市 0 797,305 797,305 0 ―

女性の課題解決支援の
ための電話相談

横浜市 0 5,784,927 5,784,927 0 ―

助成金

財団自主助成金 神奈川労働局 0 135,000 135,000 0 ―

男女共同参画センター
横浜受取助成金

神奈川労働局 0 800,451 800,451 0 ―

男女共同参画センター
横浜受取助成金

横浜市 0 16,454,780 16,454,780 0 ―

男女共同参画センター
横浜南受取助成金

神奈川労働局 0 980,096 980,096 0 ―

男女共同参画センター
横浜南受取助成金

横浜市 0 8,656,783 8,656,783 0 ―

男女共同参画センター
横浜北受取助成金

横浜市 0 12,354,093 12,354,093 0 ―

0 114,472,435 114,472,435 0

(単位：円)

目的使用 その他
流動負債
賞与引当金 16,424,207 16,554,987 16,424,207 0 16,554,987

小　　　計 16,424,207 16,554,987 16,424,207 0 16,554,987
固定負債
退職給付引当金 129,130,532 22,196,757 18,603,855 0 132,723,434

小　　　計 129,130,532 22,196,757 18,603,855 0 132,723,434
合　　　計 145,554,739 38,751,744 35,028,062 0 149,278,421

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

（単位：円）

合計

７．賞与引当金及び退職給付引当金の増減額及びその残高
　賞与引当金及び退職給付引当金の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　目 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高



(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
（単位：円）

取得価額相当額
減価償却累計額相当額
期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額
（単位：円）

1年以内 1年超 合計
0 0 0

(3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額
（単位：円）

支払リース料 0
減価償却費相当額 0

(4) 減価償却費相当額の算定方法は、1.重要な会計方針 （2）③に記載の通りである。

９. その他資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

印刷工房印刷機

８．ファイナンス・リース取引関係

図書管理システム
0
0

(5) 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース資産計上額との差額を利息相当額とし、
    各期への配分方法については、定額法によっている。

0
0

未経過リース料期末残高相当額

00


